
令和２年度事業報告 

活動の基本方針 

 

令和２年度は、公益法人に移行して８年目の年でありましたが、新型コロナウイ

ルスの影響により、事業が中止となったり、延期、規模縮小となるなど大きな影響

がありました。 

しかし、税のオピニオンリーダーとして、企業の発展の支援や地域振興への寄与、

社会の繁栄に貢献するという、法人会理念に基づき、公益事業を中心にできる限り

の活動を行いました。 

絵はがきコンクールについては多数の作品応募がありました。小学生を対象とし

た租税教育、消防署見学と租税教室、税務研修会等も実施いたしました。 

また、会員増強についても重要課題として取り組み、会員増強月間での増加に努

めましたが、成果は今一歩で、退会も多く厳しい状況が続いています。 

コロナ禍で事業の遂行には厳しい状況でありましたが、できる範囲で事業の実施

に取り組みました。 

 

【公益目的事業】 

１ 税を巡る諸環境の整備改善等を図るための事業（公１） 

（１）税制・税務に関する研修会・講演会・セミナー事業 

一部中止となったものもありましたが、税制・税務を中心に研修会・講演会等

を企画し、会員をはじめ一般企業及び市民を対象に開催いたしました。 

税制に関する研修会については、一部の支部および部会において、税務署との

連携による税務研修会や講習会を実施し、税知識の普及・啓発に取り組みました。 

（２）税の啓発及び租税教育事業 

次代を担う児童・生徒に税金の仕組み、税の使われ方、私たちの生活にどのよ

うに役立っているのかを知ってもらうため租税教育事業に取り組みました。 

租税教育推進協議会が主催する小・中学校の租税教室では、小学校 5 校に青年

部会・女性部会から講師の派遣をし、児童・生徒を対象として、税の使われ方等

について授業を行いました。 

小学 6 年生を対象とした「税に関する絵はがきコンクール」では、管内の小学

校 31 校から 1,929 点の作品応募がありました。 

小学生低学年を対象とした「紙芝居と税金クイズ」は 1 ヵ所の児童クラブでの

実施となり、紙芝居の実演、ＤＶＤの上映、税金クイズにより税について勉強を

行いました。 

（３）税制改正への提言事業 

税制委員をはじめ会員から「今後の望ましい税制の在り方」をテーマに意見集

約を行い、県税制委員会へ税制改正要望を提出しました。 

全国大会は中止となりましたが、全法連で取りまとめられた税制改正の提言を、

磐田市長・市議会議長並びに地元選出国会議員に持参しました。 

（４）税制・税務の普及広報事業 

会報「i-法人」並びにホームページの充実を図り、改正税法、e-Tax、自主点検



チェックシートの活用など実務に役立つ税情報を発信しました。 

会報は、市町、金融機関、商工会議所、商工会等へ持参して広く一般の方々に

情報提供しました。 

 

２ 地域の経済社会環境の整備改善等を図るための事業（公２） 

（１）講座・講演会・セミナー事業 

   中止となった事業もありましたが、本会、部会の単独または共同開催により、

経済・経営・一般教養等の講演会・セミナーを開催いたしました。 

（２）地域イベントへの協賛事業 

中止となった事業もありましたが、地域と協賛して、公園、河川等の清掃作業

に多くの会員が参加して、地域の活性化、地域の環境美化に貢献しました。 

（３）地域福祉への寄付・寄贈事業 

地域経済・社会環境の活性化に貢献するため、社会福祉団体へ車椅子・タオル・

プルタブ・使用済み切手等の寄贈並びに地元病院へ寄付を行いました。 

 

【収益事業等】 

３ 会組織の充実を図ること及び全国各地の法人会との連携強化を図る事業、会員

支援のための親睦・交流等に関する事業（他１） 

（１）組織の充実・強化 

   会員数が減少傾向にある中、本年度も会員増強に取り組みました。しかし、会

員増強月間での成果は今一歩で、退会も多く、3 年 3 月末では、前年 3 月末に比

べ 38 社減少し、正会員数は 2,109 社となりました。 

（２）福利厚生制度の推進 

   福利厚生制度を取り巻く環境は、相変わらず厳しい状況にありますが、キャン

ペーンの推進等に引き続き務めていきます。 

（３）青年・女性部会の充実 

コロナ禍ではありますが、青年部会、女性部会とも、できる範囲で積極的に租

税教育事業に取り組みました。 

青年部会は、小学生を対象とした租税教室等を通じて税の使われ方を学ぶ租税

教室を行いました。女性部会は、小学生を対象とした租税教室、税に関する絵は

がきコンクール、紙芝居と税金クイズを実施しました。 

また、両部会とも会員相互の親睦を深め、部会員の増強に努めました。 

４ 会員のための福利厚生事業（収１） 

財政基盤の強化を図り、法人会活動の活性化に資するため、早割電報サービス、

自動販売機設置等の取扱い及び生活習慣病健診を行いました。 

５ 土地の賃貸事業（収２） 

   公益目的事業を達成するため、継続して所有土地の賃貸を行いました。 

 

 

 


